
【 総 括 】

Ⅰ 予 算 ２件 ・平成２７年度奈良県一般会計補正予算（第２号）

・平成２７年度公立大学法人奈良県立医科大学関係経費特別会計補正予算（第２号）

Ⅱ 条 例 １件 ・電子署名に係る地方公共団体の認証業務に関する法律第三十四条第四項に規定

する発行手数料等に関する条例を廃止する条例

Ⅲ 決 算 ２件 ・平成２６年度奈良県水道用水供給事業費特別会計決算の認定について

・平成２６年度奈良県病院事業費特別会計決算の認定について

Ⅳ 契約等 ６件 ・道路整備事業にかかる請負契約の変更について

・都市計画道路整備事業にかかる請負契約の変更について

・権利の放棄について

・関西広域連合規約の一部変更に関する協議について

・地方債に係る許可の申請について

・県道路線認定について

Ⅴ 報 告 ５件 ・公立大学法人奈良県立医科大学の経営状況の報告等地方独立行政法人の経営状

況の報告２件

・平成２６年度公立大学法人奈良県立医科大学の業務の実績に関する評価結果の

報告等地方独立行政法人の業務の実績に関する評価結果の報告２件

・地方自治法第１８０条第１項の規定による専決処分の報告について

議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部を改正

する条例

職員の再任用に関する条例の一部を改正する条例

奈良県手数料条例の一部を改正する条例

奈良県病院の人員の基準等及び病床の有効利用に関する条例の一部を改正す

る条例

奈良県流域下水道条例の一部を改正する条例

県営住宅家賃の滞納者等に対する住宅明渡等請求申立てに関する訴訟事件に

ついて

合 計 １６件

９月定例県議会提出予定議案の概要
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【 概 要 】

Ⅰ 予 算

１ 平成27年度奈良県一般会計補正予算案（第２号） 8,382,444千円

繰越明許費 新規 1,034,046千円
債務負担行為 追加 22,094,462千円 変更 846,500千円

政策課題別内訳
（単位：千円）

１ 観光の振興 219,300

２ 健康づくりの推進 財源更正のみ

３ 医療の充実 818,342

４ 福祉の充実 3,000

５ 安全・安心の確保 1,177,200

６ 南部地域・東部地域の振興 43,000

７ その他 6,121,602

財 源 内 訳
（単位：千円）

特 国 庫 支 出 金 937,767

定 財 産 収 入 2,945

財 繰 入 金 188,193

源 県 債 6,407,800

一 般 財 源 845,739

一般財源の内訳
（単位：千円）

地 方 交 付 税 845,739

予 算 の 規 模
（単位：千円）

補 正 後 予 算 総 額 491,840,273

当 初 予 算 比 4.4％増

前 年 度 同 期 比 1.8％増
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奈良県一般会計補正予算（第２号）の事業概要

（政策課題別）

（注）
１ 事業名欄には、当該事業の実施主体について、以下の区分により記載しています。

県実施････････････････････県が直接行う事業です。
市町村実施、民間実施等････市町村や民間団体等が行う事業であり、県の予算は市町村や民間団体

等に対する負担金・補助金です。

２ 事業内容欄に記載している負担区分は、実施主体の事業費に対する標準的な負担区分です。

３ 以下の基金を活用した事業については、事業名欄に下記の基金略称を記載しています。
基金略称 基金名

［地域医療介護］････････････ 地域医療介護総合確保基金
［地域・経済活性化］････････ 地域・経済活性化基金
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１ 観光の振興

担 当 部 局
事 業 名 事 業 内 容 金 額

・課 室 名

○新宿泊観光客の増加に向 冬期の観光オフシーズンの宿泊観光客の増加を図る 千円
けた冬期イベント展開事 ため、県内の伝統行催事が集結する大規模なイベン
業 トを開催

（仮称）大立山まつりの開催
日時 平成28年１月29日から２月２日（予定）
場所 平城宮跡 観 光 局
内容 大立山の巡行、提灯行列等参加・体験イ 200,000 観 光 プ ロ

ベントの実施 モ ー シ ョ ン 課
地域の伝統行催事の再現
冬の食べ物屋台の出展等

県庁前広場での大立山の展示
三条通での小型大立山の運行
県内各地域での小型大立山の制作を支援

民間実施 負担区分 県10/10

奈良公園施設魅力向上事 高畑町裁判所跡地において、遺構の保存・利活用を
業 基本とした庭園整備を実施するとともに、民間活力

を導入し、宿泊及び交流・飲食施設を整備 19,300 まちづくり推進局
○27 敷地整備計画策定 (債務負担行為 奈 良 公 園 室
○27～○28 事業者公募選定に向けた募集要項・要求 ○28 6,500)

水準書等の作成
県実施 負担区分 県10/10

２ 健康づくりの推進

担 当 部 局
事 業 名 事 業 内 容 金 額

・課 室 名

財源更正 マイ健康カード導入事業 千円
繰入金（地域医療介護総合確保基金繰入金）

26,000 － 医 療 政 策 部
繰入金（地域包括ケア推進基金繰入金） 地域医療連携課

△26,000

３ 医療の充実

担 当 部 局
事 業 名 事 業 内 容 金 額

・課 室 名

地域医療介護総合確保基 地域における医療及び介護の総合的な確保を促進す 千円
金積立金 るための基金の積み増し 591,889 医 療 政 策 部

県実施 負担区分 国2/3・県1/3 地域医療連携課

○新病床機能分化・連携促 病状が安定した患者に対してリハビリや退院支援な
進基盤整備事業 ど在宅復帰に向けた支援を行う機能を有する地域包

［地域医療介護］ 括ケア病床への改修工事に要する経費に対し補助 159,300 医 療 政 策 部
補助上限 300千円／床 地域医療連携課

民間実施 負担区分 県（基金）1/2・実施主体1/2

○新在宅歯科医療連携体制 在宅歯科医療に関する研修会の実施
推進事業 歯科医師・歯科衛生士向け ２回

［地域医療介護］ 介護施設・訪問看護ステーション従業者向け ５回 5,530 医 療 政 策 部
在宅歯科医療研修用資機材の整備 地域医療連携課
口腔機能シミュレーター等

県実施 負担区分 県（基金）10/10
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担 当 部 局
事 業 名 事 業 内 容 金 額

・課 室 名

○新訪問歯科診療車整備支 無歯科医地区等において歯科医療サービスを確保す 千円
援事業 るため、訪問歯科診療車の整備に要する経費に対し

［地域医療介護］ 補助 3,670 医 療 政 策 部
実施主体 県歯科医師会 地域医療連携課
補助上限 3,670千円／台

民間実施 負担区分 県（基金）10/10

○新訪問看護人材育成支援 訪問看護の提供体制を強化するため、訪問看護未経
事業 験の職員を新たに雇用し、教育プログラムを作成の

［地域医療介護］ うえ育成する小規模な事業所（常勤換算５人未満） 3,600 医 療 政 策 部
に対し、新規雇用職員の育成期間の人件費を補助 医 師 ・ 看 護 師
補助上限 720千円／人 確 保 対 策 室

民間実施 負担区分 県（基金）1/2・実施主体1/2

○新ナースセンター機能強 ナースセンターの運営体制を強化し、看護職員の就
化事業 業を支援 医 療 政 策 部

［地域医療介護］ 看護師等免許保持者の届出制度のＰＲ 4,000 医 師 ・ 看 護 師
地域でのサテライト就業相談の実施等 確 保 対 策 室

県実施 負担区分 県（基金）10/10

○新精神障害者地域医療推 退院した精神障害者が地域生活を継続するための支
進体制整備事業 援体制の構築に向けたモデル事業の実施

［地域医療介護］ 拠点となる精神科病院等に患者への訪問支援等を 2,500 医 療 政 策 部
行う精神保健福祉士等を配置 保 健 予 防 課
関係者による会議を開催し、支援のあり方を検討

県実施 負担区分 県（基金）10/10

○新てんかん患者の診療状 てんかん医療に関する地域医療体制を構築するため
況等実態調査事業 診療状況等患者の実態を調査 600 医 療 政 策 部

［地域医療介護］ 負担区分 県（基金）10/10 保 健 予 防 課
県実施

○新在宅医療連携拠点薬局 がん患者等の在宅医療を推進するため、無菌調剤室
無菌調剤室整備事業 を持たない薬局が高い無菌性が求められる注射薬や

［地域医療介護］ 輸液等を調剤できるよう、共同利用無菌調剤室の整 5,000 医 療 政 策 部
備に要する経費に対し補助 薬 務 課
実施主体 県薬剤師会

民間実施 負担区分 県（基金）1/2・実施主体1/2

○新在宅医療材料等供給シ 在宅医療に必要な医療材料等が地域の薬局から円滑
ステムモデル事業 に供給されるよう、在庫情報ネットワークシステム 993 医 療 政 策 部

［地域医療介護］ を構築し、モデル事業を実施 薬 務 課
県実施 負担区分 県（基金）10/10

○新周産期医療ネットワー 周産期医療ネットワークの充実を図るため、県立医
ク整備事業 科大学附属病院の周産期システムのオープン化に要

する経費に対し補助
医科大学附属病院の周産期システムを改修し、南 8,300 医 療 政 策 部
奈良総合医療センターと連携 地域医療連携課

実施主体 県立医科大学
公立大学法人実施 負担区分 県10/10

公立大学法人奈良県立医 ○新県立医科大学附属病院本館Ａ病棟活用検討事業
科大学関係経費特別会計 狭隘な敷地内で附属病院の機能向上を進めていく
への繰出金 ため、Ｅ病棟完成後に生じる本館Ａ病棟空きスペ

ースの有効活用の検討や改装計画の策定に要する
経費に対し補助

○新ドクターヘリ運航施設整備事業 32,960 医 療 政 策 部
県立医科大学附属病院へのヘリポート設置に向け 病院マネジメント課
た基本計画の策定に要する経費に対し補助
構造計算、工法・スケジュールの検討等

実施主体 県立医科大学
公立大学法人実施 負担区分 県10/10
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４ 福祉の充実

担 当 部 局
事 業 名 事 業 内 容 金 額

・課 室 名

○新重症心身障害児・者レ 在宅重症心身障害児・者を介護する家族の負担を軽 千円

スパイトケア体制整備事 減し適度な休息の機会等を確保するレスパイトケア

業 について、利用状況等を調査・分析し、利用者と受 3,000 健 康 福 祉 部

［地域医療介護］ 入施設を繋ぐ窓口の設置等の体制整備を検討 障 害 福 祉 課

県実施 負担区分 県（基金）10/10

５ 安全・安心の確保

担 当 部 局
事 業 名 事 業 内 容 金 額

・課 室 名

○新道路防災緊急対策事業 道路法面点検 千円

法面崩壊や落石が頻発している道路の法面点検を

緊急に実施し、対策を講じることにより、早期に

道路の安全を確保

国道168号、169号、425号 315,000 県土マネジメント部

トンネル坑口緊急対策工事 道 路 管 理 課

落石・浮石・転石が散在しているトンネル坑口に

ついて、応急対策を緊急実施

新伯母峯トンネル外38トンネル

県実施 負担区分 県10/10

災害関連緊急地すべり対 台風11号により発生した地すべりへの対応

策事業 天川村坪内 855,000 県土マネジメント部

県実施 負担区分 国2/3・県1/3 砂防・災害対策課

○新防犯カメラ設置事業 乗降客数の多い鉄道駅前に位置する交番に防犯カメ

ラを設置 7,200 警 察 本 部

県実施 負担区分 県10/10

６ 南部地域・東部地域の振興

担 当 部 局
事 業 名 事 業 内 容 金 額

・課 室 名

○新紀伊半島合同移住フェ 三重県・和歌山県と協働して移住フェアを開催し、 千円

ア開催事業 奥大和への移住・定住を促進

東京都心でのイベント実施 5,000 地 域 振 興 部

雑誌へのタイアップ広告の掲載等 移住・交流推進室

民間実施 負担区分 国1/2・県1/2

路線バスを活用した南部 路線バスを活用し南部・東部地域へ来訪した宿泊観

・東部地域への誘客促進 光客のバス運賃に対する補助金等の増額 38,000 地 域 振 興 部

事業 負担区分 県10/10 移住・交流推進室

県実施
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７ その他

担 当 部 局
事 業 名 事 業 内 容 金 額

・課 室 名

○新関西広域連合負担金 関西広域連合への部分加入（「広域防災」、「広域 千円

観光・文化振興・スポーツ振興」）に伴う負担金 8,302 知 事 公 室

（12～３月分）等 政 策 推 進 課

県実施 負担区分 県10/10

県庁舎厨房等整備事業 県庁舎６階において、職員の福利厚生として民間事

業者による食事提供事業を行うための厨房の整備及

び飲食や打合せ等多目的に利用可能なオープンスペ － 総 務 部

ースの整備にかかる実施設計 (債務負担行為 管 財 課

○27～○28 設計 ○28 14,462)

○28 工事

県実施 負担区分 県10/10

○新（公財）奈良県林業基 民事再生手続による（公財）奈良県林業基金の債務

金の（株）日本政策金融 整理に伴い、（株）日本政策金融公庫からの基金造

公庫からの借入れに対す 林事業資金の借入れに対して損失補償を実施 6,113,300 農 林 部

る損失補償費 負担区分 県10/10 林 業 振 興 課

県実施
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【繰越明許費補正】

新 規

担 当 部 局
事 業 名 金 額 繰 越 理 由

・課 室 名

千円 農 林 部
農業研究開発センター整備事 179,046 工法検討等に不測の日時を要したことによる なら食と農の魅力
業 創造国際大学校・

農業研究開発セン
ター開設準備室

砂防事業
災害関連緊急地すべり対策 855,000 工期を確保するため 県土マネジメント部
事業 砂防・災害対策課

【債務負担行為補正】

追 加
（単位：千円）

担 当 部 局
事 項 期間・限度額 補 正 理 由

・課 室 名

県庁舎厨房等整備事業にかか 平成２８年度 事業期間の確保のため 総 務 部
る契約 （再掲） 14,462 管 財 課

県営プール跡地活用プロジェ 平成２８年度から 県営プール跡地におけるコンベンション施設 まちづくり推進局
クトにかかる契約 平成４６年度まで 等の整備運営をＰＦＩ事業により実施するた 地域デザイン推進課
［一部地域・経済活性化］ 22,080,000 め

変 更
（単位：千円）

期 間 ・ 限 度 額 担 当 部 局
事 項 補 正 理 由

現 行 補 正 後 ・課 室 名

奈良公園施設魅力向上事 平成２８年度 平成２８年度 事業期間の確保のため まちづくり推進局
業にかかる契約（再掲） 160,000 166,500 奈 良 公 園 室

公共土木施設災害復旧事 平成２８年度 平成２８年度から 工期を確保するため 県土マネジメント部
業にかかる契約 390,000 平成２９年度まで 砂防・災害対策課

1,230,000
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２ 平成27年度公立大学法人奈良県立医科大学関係経費特別会計
補正予算案（第２号） 32,960千円

財 源 内 訳
（単位：千円）

一 般 会 計 繰 入 金 32,960

【事業概要】

担 当 部 局
事 業 名 事 業 内 容 金 額

・課 室 名

○新県立医科大学附属病院 狭隘な敷地内で附属病院の機能向上を進めていくた 千円
本館Ａ病棟活用検討事業 め、Ｅ病棟完成後に生じる本館Ａ病棟空きスペース

の有効活用の検討や改装計画の策定に要する経費に 20,000 医 療 政 策 部
対し補助 病院マネジメント課
実施主体 県立医科大学

公立大学法人実施 負担区分 県10/10

○新ドクターヘリ運航施設 県立医科大学附属病院へのヘリポート設置に向けた
整備事業 基本計画の策定に要する経費に対し補助

構造計算、工法・スケジュールの検討等 12,960 医 療 政 策 部
実施主体 県立医科大学 病院マネジメント課

公立大学法人実施 負担区分 県10/10
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Ⅱ 条 例
１ 電子署名に係る地方公共団体の認証業務に関する法律第三十四条第四項に規定する発行手数料等に関

する条例を廃止する条例

電子署名に係る地方公共団体の認証業務に関する法律の改正に伴い、県の事務とされていた電
子証明書の発行等を地方公共団体情報システム機構が行うこととなるため、条例を廃止しようと
するものである。

施行期日 平成２８年１月１日

Ⅲ 決 算
１ 平成２６年度奈良県水道用水供給事業費特別会計決算の認定について

〔収益的収支〕 〔資本的収支〕

収 入 1 1 , 3 8 1 , 8 6 1 千円 収 入 5 8 3 , 3 3 1 千円

支 出 1 0 , 2 6 8 , 4 1 6 千円 支 出 6 , 2 9 0 , 3 7 0 千円

収支差引 1 , 1 1 3 , 4 4 5 千円 収支差引 △ 5 , 7 0 7 , 0 3 9 千円

（当期損益 1 , 0 6 5 , 0 8 7 千円） （損益勘定留保資金等により補てん）

２ 平成２６年度奈良県病院事業費特別会計決算の認定について

〔収益的収支〕 〔資本的収支〕

収 入 4 , 9 6 5 , 5 2 0 千円 収 入 4 0 , 6 5 7 千円

支 出 4 , 7 1 5 , 4 6 0 千円 支 出 3 7 2 , 6 9 0 千円

収支差引 2 5 0 , 0 6 0 千円 収支差引 △ 3 3 2 , 0 3 3 千円

（当期損益 2 4 9 , 9 8 1 千円） （損益勘定留保資金等により補てん）

Ⅳ 契約等
１ 道路整備事業にかかる請負契約の変更について

一般国道309号丹生バイパス社会資本整備総合交付金事業（道路改良）工事
請負契約名 鹿島・三和特定建設工事共同企業体

代表者 鹿島建設株式会社 奈良営業所

工 事 期 間 契約締結の日から平成２８年３月２８日まで
１ 変 更 前

契 約 金 額 1,687,727,610円

工 事 期 間 契約締結の日から平成２８年３月２８日まで
変 更 後

契 約 金 額 1,812,166,290円

一般国道168号地域連携推進事業（国道改築）工事
請負契約名 竹中土木・木村組特定建設工事共同企業体

代表者 株式会社 竹中土木 奈良営業所

工 事 期 間 契約締結の日から平成２７年１２月２８日まで
２ 変 更 前

契 約 金 額 1,234,716,480円

工 事 期 間 契約締結の日から平成２７年１２月２８日まで
変 更 後

契 約 金 額 1,239,042,960円
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一般国道168号地域連携推進事業（国道改築）工事
請負契約名 大豊・松塚特定建設工事共同企業体

代表者 大豊建設株式会社 奈良営業所

工 事 期 間 契約締結の日から平成２８年３月２８日まで
３ 変 更 前

契 約 金 額 796,953,600円

工 事 期 間 契約締結の日から平成２８年３月２８日まで
変 更 後

契 約 金 額 811,852,200円

２ 都市計画道路整備事業にかかる請負契約の変更について

防災・安全交付金事業（街路改良）外
請負契約名 大成・檜尾特定建設工事共同企業体

代表者 大成建設株式会社 奈良営業所

工 事 期 間 契約締結の日から平成２７年１２月２８日まで
変 更 前

契 約 金 額 1,467,792,360円

工 事 期 間 契約締結の日から平成２７年１２月２８日まで
変 更 後

契 約 金 額 1,496,870,280円

３ 権利の放棄について

債権にかかる権利を放棄することについて、地方自治法第９６条第１項第１０号の規定により
議会の議決を求めるものである。

債権の種類 奈良県林業基金貸付金
債 務 者 奈良市高畑町１１１６番地の６

公益財団法人 奈良県林業基金
債 権 額 債権額4,260,525,044円を限度とし、民事再生法に基づく再生計画により公益

財団法人奈良県林業基金が債務免除される額

４ 関西広域連合規約の一部変更に関する協議について

地方自治法第２９１条の３第１項の規定により、本県が関西広域連合へ部分加入することにつ
いて、関係地方公共団体と規約を協議したいので、同法第２９１条の１１の規定により議会の議
決を求めるものである。

５ 地方債に係る許可の申請について

地方財政法第３３条の５の７第１項の規定により、地方債を起こすことについて、総務大臣に
許可の申請をしたいので、同条第３項の規定により議会の議決を求めるものである。

起債の目的 公益財団法人奈良県林業基金の事業の再生に伴い必要となる損失補償に要する
経費に充てるため。

限 度 額 6,113,300千円
償還の方法 10年以内とする。その他の条件については、借入先の融通条件による。ただし、

県の財政の都合又は融通条件により繰り上げをし、償還年限を短縮し、又は低
利債に借り換えすることができるものとする。

６ 県道路線認定について

起 点
路線番号 認定路線名 認 定 理 由

終 点

大和青垣吉野川 奈良市 当該路線は、京都府の京都八幡木津自転車道線及び和歌

280
山県の紀の川自転車道線と一体となって、京都市から本
県を経て和歌山市に至る広域的な自転車道ネットワーク

自 転 車 道 線 五條市 を形成する重要な路線であるため。
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Ⅴ 報 告

１ 公立大学法人奈良県立医科大学の経営状況の報告について

２ 地方独立行政法人奈良県立病院機構の経営状況の報告について

３ 平成２６年度公立大学法人奈良県立医科大学の業務の実績に関する評価結果の報告について

４ 平成２６年度地方独立行政法人奈良県立病院機構の業務の実績に関する評価結果の報告について

５ 地方自治法第１８０条第１項の規定による専決処分の報告について

・議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部を改正する条例

国家公務員共済組合法及び地方公務員等共済組合法の改正に伴い、条文の整備を行うため

の所要の改正

平成２７年８月３１日専決

・職員の再任用に関する条例の一部を改正する条例

地方公務員等共済組合法の改正に伴い、条文の整備を行うための所要の改正

平成２７年８月３１日専決

・奈良県手数料条例の一部を改正する条例

総合特別区域法の改正に伴い、条文の整備を行うための所要の改正

平成２７年８月３１日専決

・奈良県病院の人員の基準等及び病床の有効利用に関する条例の一部を改正する条例

独立行政法人労働者健康福祉機構法の改正に伴い、条文の整備を行うための所要の改正

平成２７年８月３１日専決

・奈良県流域下水道条例の一部を改正する条例

下水道法の改正に伴い、条文の整備を行うための所要の改正

平成２７年７月１７日専決

・県営住宅家賃の滞納者等に対する住宅明渡等請求申立てに関する訴訟事件について

（ 申立件数 ４件 ）


